
	
	職種別民間給与実態調査（民調）
	賃金構造基本統計調査（賃金センサス）
	課題等

	公表
調査時点

調査期間


	公表　　：10月中旬（勧告時）

調査時点：月例給は４月
特別給は前年８月から当該年7月

調査期間：５月初旬から６月中旬　
	公表　　：平成2１年調査の公表は平成22年２月24日
調査時点：月例給は前年６月
特別給は前々年1月から12月

調査期間：前年７月
	×　直近の雇用情勢を補完する必要

	調査対象企業


	企業規模正社員50人以上で

事業所規模正社員50人以上の事業所
	5人以上の常用労働者を雇用する民営事業所

10人以上の常用労働者を雇用する公営事業所
	

	企業規模

事業所規模
	企業規模、事業所規模とも正社員数のデータ有り


	企業規模　：常用雇用労働者数による8区分（区分のみ）

事業所規模：正社員数のデータ有り
	▲　企業規模が常用雇用数で大括り

○　事業所単位の正社員数データ有り

	母集団・抽出数
	⑳母集団217,882人・調査実人員　25,016人　

⇒　抽出率　11.5%
	⑳大阪府内　常用労働者10人以上事業所

　母集団129.9万人、調査実人員30,872人

⇒　抽出率2.4%　
	▲　抽出率が低い

	層化方法
	都道府県別、組織（本・支店別）、企業規模別、産業別
	都道府県別、産業、事業所規模別
	▲　企業規模による層化を行わない

	産業
	調査効率の観点から産業を限定

（農業、漁業、飲食宿泊業、サービス業等を除く）
	全産業（農林水産業、公務等は除く）
	◎　より広い範囲の民間給与を把握することができる。

	雇用形態・職種
	正社員のみ調査、事務・技術関係職種を主として、
その他教員、医療関係のデータを調査
	パート労働者などの非正規社員等も含めて調査

教員、医師、生産工程等従事者など職種区分有り
	○　正社員に限定することが可能
▲　概ね「事務・技術関係職種」に相当する範囲に限定することが可能

	労働者の属性
	年齢、最終学歴
	年齢、経験年数、最終学歴
	◎　経験年数のデータが有り

	給与
	月例給：きまって支給する給与（諸手当、時間外勤務手当等を含む）
特別給：事業所単位の支給額⇒月数比較
	月例給：きまって支給する給与（諸手当、時間外勤務手当等を含む、通勤手当の分離不可）、

特別給：労働者単位の年間支給額
	×　実費弁償的要素が高い「通勤手当」を
分離できない

	役職者要件
	支店長、部長、次長、課長、課長代理、係長、主任、
係員
＊役職者の要件は、部下要件を正社員数でカウント


	部長級、課長級、係長級、非役職　

＊企業規模常用労働者100人以上の事業所のみ分類有り

＊役職者の要件は、部下要件を常用雇用労働者数で
カウント
	▲　企業規模常労働者数100人以上の事業

所のみ

▲　役職者区分が少ない


(３)－①　相違点の整理　　　





×･･･課題有り　　▲ ･･･検討要　　○･･･課題なし　　◎ ･･･　民調より詳しい








